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初の民進党政権の誕生

概 況

2000年３月の総統選挙で民主進歩党(民進党)の陳水扁・候補が当選し，５月に第

10代総統に就任した。同時に半世紀以上に及んだ国民党支配が終わり，初の政権

交替で台湾政治は新しい局面を迎えた。しかし，国会に相当する立法院で少数の

議席しか持たない民進党は，第４原子力発電所建設をめぐる賛否の問題で示され

たように，難しい政権運営を強いられている。一方，対中問題においても，党と

しての台湾独立路線をトーンダウンさせ，対中穏健路線を打ち出して，経済交流

を突破口に対中関係の改善を図っている。

政局混迷の長期化による株価の下落，建設業の不振による民間投資の減少，ア

メリカの景気減速を反映したIT(情報技術)関連輸出の鈍化，失業率の上昇などの要

因により，経済成長率は5.98％にとどまった。銀行の不良債権問題が再び表面化

したことで，金融危機発生を懸念する声は根強い。

陳水扁・総統は８月に初めて中米，アフリカの６カ国を訪問して，台湾の国連

加盟支持や友好関係維持を訴えた。だが，９月の国連加盟申請は再び国連総会の

議題とされないことが決定したことで，台湾としては８度目の国連加盟の試みに

失敗した。安全保障強化の観点から対米関係を重視している陳政権は，対中穏健

路線でアメリカの支持取り付けに努めている姿勢が感じられる。

国 内 政 治

陳水扁時代の幕開け

21世紀の台湾の針路を占う総統・副総統の直接選挙が2000年３月18日に行われ

た。選挙戦は国民党の連戦・副総統と蕭万長・行政院長，民進党の陳水扁・前台

北市長と呂秀蓮・桃園県長，無所属の宋楚 ・前台湾省長と張昭雄・前長庚大学

長をそれぞれ正副の総統候補とする３陣営を中心に，新党の李 (作家)と 滬祥・

劉 文 甫

2000年の台湾
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立法委員，無所属の許信良・元民進党主席と朱恵良・立法委員も立候補して展開

された。今回の台湾総統選挙に対して中国は，４年前と異なりとくにミサイル演

習などを通じた軍事圧力をみせなかった。

選挙告示前の２月10日，宋楚 ・前台湾省長の金銭疑惑を調査した監察院は，

宋楚 が国民党秘書長から台湾省長を務めていた時期に政治献金など総額11億7617

万元を私的に運用したことを公表した。これをうけて国民党は16日，同党を除名

されて立候補した宋・前省長を同党の資金約12億6000万元を横領したとして，台

北地検に横領と文書偽造の容疑で告訴した。この攻勢で宋陣営の選挙戦の勢いが

鈍くなったとはいえ，金権体質の国民党にとっても必ずしも有利に展開したとは

いえない。

総統選挙の主な争点は対中関係の打開策であった。宋楚 ・候補は１月５日，

中台関係を 相対主権の準国際関係 と位置づけ，アメリカ，日本，ASEAN諸国

の立ち会いのもとで，双方が30年間相互不可侵平和協議に署名することを主張し

た。陳水扁・候補の場合，１月30日に中台関係に関する 陳７項目 を発表， 北

京が意図的に台湾に対して武力行使をしなければ，民進党は政権を握った後も，

一方的に台湾独立を宣言する必要がないし，また絶対しない と強調した。1999

年７月の李登輝・総統の 二国論 に比べると，対中政策の内容においてかなり

緩和された連戦・候補の対中10項目提案は，２月17日に国民党大陸工作指導小組

で初めて表明された。それによると，江沢民・中国国家主席が平和への誠意を示

せばという条件付きで，敵対状態を終結させる平和協定の調印，中台首脳会談の

実現，台湾海峡平和区の設置，信頼醸成メカニズムの構築などを提示する用意が

あるとした。

選挙戦終盤の３月10日，陳水扁・候補は，1986年のノーベル化学賞受賞者の李

遠哲・中央研究院長，長栄グループの張栄発・総裁らが参加する 国政顧問団

を当選後に設置すると発表して，学界や経済界の一部の有力者からの支持表明を

取り付けた。支持層を拡大した陳・候補に警戒心と危機感を抱いた中国の朱鎔基

首相は15日， 台湾独立は絶対認められない など台湾問題で従来より厳しい姿勢

を示して陳候補を強く牽制した。

３月18日の総統選挙の投票率は82.69％で，陳水扁・呂秀蓮陣営が499万7737票

(得票率39.30％)でほかの有力候補を抑えて当選した。２位の宋楚 ・張昭雄陣営が

466万4932票(同36.84％)，そして３位の連戦・蕭万長陣営が292万5513票(同23.10％)

と続いたが，陳・候補の得票率が過半数に達していなかったことから，強力なリ
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ーダーシップは期待で

きなかった。しかし，

今回の総統選挙は民進

党総統の誕生と国民党

の分裂を特徴とし，台

湾の政治地図を著しく

塗り替えた意義は大き

いといえる。なお，許

信良・朱恵良と李 ・

滬祥陣営の得票率は

それぞれ0.63％，0.13

％である。

1996年に総統直接選

挙が導入されて以降，総統を選任する機関だった国民大会の存在意義が薄れてき

たが，４月24日の国民大会は自らの権限を大幅に立法院に移譲し，非常設化する

憲法改正案を可決した。この憲法改正により，国民大会は立法院を通過した憲法

改正案の承認と，総統，副総統の弾劾案の承認などの際だけに臨時的に招集され

ることになった。５月６日に予定されていた国民大会代表の選挙も中止された。

唐飛内閣から張俊雄内閣へ

陳水扁・総統と呂秀蓮・副総統の就任式は2000年５月20日に行われた。元首が

出席した国は，スワジランド，ニカラグア，ドミニカ，ナウル，パラオの５カ国

だけであった。陳・総統は，就任演説で台湾初の政権交替を実現した総統選挙を

人民と民主の勝利 と位置づけ，対中関係においては善意と誠意に基づく穏健路

線を示す形で，中国が武力行使を意図しない限り 在任中に独立を宣言しない

と宣言し，関係改善への強い決意を表明した。

３月26日の第１回国政顧問団(同顧問団は４月13日に解散)会議で確認された党派，

族群，性別を問わずに人材を登用する 全民政府 の実現，政局安定の優先，超

党派の人選という３原則のもとで，陳・次期総統は29日に国民党政権の現職閣僚

である唐飛・国防部長を首班に指名した。その背景には李遠哲・中央研究院長が

行政院長への就任要請を固辞したほか，人材と経験が不足している民進党は対中

関係の改善や軍の掌握を最優先する観点から，国民党と協力関係が必要であった
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からである。陳次期総統も５月17日に民進党の党務から離れることを表明した。

唐飛内閣は５月20日に発足したが，新政権の閣僚42人(３人が２部門を兼任)のう

ち，国民党員は14人で，民進党員の12人を上回った。だが，胸腺腫瘍の摘出手術

の術後が思わしくない唐飛・行政院長は，病院から出勤するという状態で政務に

専念することが難しかった。それに立法院で過半数の議席を握る野党の国民党が

議席の３割しか持たない民進党に絶えず圧力をかけたため，陳政権の政局運営は

早くも手詰まり状態に陥った。７月22日に，嘉義県の八掌渓で起きた作業員４人

が流された水難事故の救援の対応が遅れ，批判され辞意を表明していた唐・行政

院長は，25日陳総統の慰留を受けて辞表を撤回した。代わりに游錫 ・行政院副

院長が事故の責任をとって辞職し，その後任に張俊雄・総統府秘書長が任命され

た。しかし，唐・行政院長は第４原子力発電所の建設続行を主張して，廃止を求

める陳総統と対立し，10月３日，健康不安を理由に辞職した。陳総統は翌日，後

任として張俊雄・行政院副院長を指名したが，これまで標榜してきた 全民政府

も事実上破綻し，少数与党政権による政局運営を強いられることになった。

国民党の再建

金権体質に対する有権者の批判を和らげるため，連戦・副総統は選挙前の１月

２日，国民党の党営事業を中止するとともに，党の資産運営を第三者の信託会社

に委託するなど党資産の透明化に乗り出した。この提案を受けた行政院は２月３

日，政党法，政治献金管理条例，請願法などいわゆる ３大陽光法案 を可決し

た。にもかかわらず，総統選挙で主に国民党の黒金(暴力・金権)政治イメージを払

拭することができなかったことと，宋楚 ・候補の出馬で国民党の分裂を招いた

ことにより，結果的には大敗を喫した。

李登輝・総統は３月19日の国民党中央常務委員会で，総統選に敗北した責任を

とって９月に開く全国党代表大会で党主席を辞任する方針を表明した。しかし，

李登輝主席の即時辞任を求める党内の反李登輝派と，それに連動した国民党本部

前の群衆の激しい抗議がみられたために，混乱を避ける李総統は24日党主席を電

撃的に辞任した。連戦・第一副主席が後任の代理主席に選ばれ，国民党改造委員

会の責任者も兼務することになった。党内改革に本格的に取り組んだ国民党の改

造委員会は５月12日，党主席を党員による直接選挙で選出する改革案を発表した。

また，党営事業についても透明化，効率化，信託化，公益化のもとで，現在の持

株会社７社を３社(中央投資，光華投資，華夏投資)にまとめることを決定した。この
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ほか，党組織の強化を図る方策として，９月１日から国民党員の党籍調査，再登

録を行うことが決まった。党資産の透明化や党内民主化による再建を目指す国民

党は，６月17日に開かれた臨時大会で連戦・代理主席を新しい主席に選出した。

連戦・主席が指名した蕭万長，王金平，蔣仲苓，呉伯雄，林澄枝の５人の副主席

も承認された。18日には党主席を党代表による間接選挙から全党員の直接投票で

選出する党規約改正案を賛成多数で可決した。

独立条項 を棚上げした民進党

2000年６月25日，民進党は全党員による直接選挙を行い，７月末で任期が切れ

る林義雄・主席に代わり，謝長廷・高雄市長を新主席に選出した。候補者は１人

しかいなかったため，得票率は98.7％にも達した。民進党が政権を獲得して以来

初の第９回全国党代表大会は，７月15日に台北市で行われた。基本綱領の第１条

に 主権独立自主の台湾共和国の樹立 と書かれている台湾独立条項の廃止を，

同党の陳昭南・立法委員は党大会で提案する予定だったが，結局，中国がいまだ

に台湾に善意を示していないという理由で，同提案は撤回された。７月22日に就

任した謝長廷・主席は，高雄市長をそのまま兼務している。謝・高雄市長は７月

中旬に中国福建省の朱亜衍・アモイ市長からアモイを訪問するよう要請されたが，

台湾当局の許可がでないことで実現できなかった。

１月１日に 2000年台湾人の建国宣言 を発表した建国党では４月23日に，民

進党政権の誕生を契機に，李鎮遠・初代主席，許世楷・第２代目主席をはじめと

する幹部27人が離党する動きがあった。建国党の段階的任務は終了したとして，

同党の解散を試みたが，それが失敗したことで集団離党を選択したのである。鄭

邦鎮・現主席はその後も建国党の活動を続けている。

親民党の結成

総統選挙で次点となって敗れた無所属の宋楚 ・前台湾省長は，国民党の一部

など守旧層と合流して結党を進めるため，３月22日に決めた政党の暫定的な名称

新台湾人民党 を24日に 親民党 に変更すると発表した。結成大会が31日に台

北市内で開かれ，親民党は正式に発足した。党主席には中台平和を強調し，台湾

独立に反対する姿勢を明確にした宋・前台湾省長，そして副主席には総統選挙時

の張昭雄・副総統候補がそれぞれ選出された。これで国民党および民進党を中心

に，親民党が加わる台湾政界の再編の動きが始まった。宋楚 ・親民党主席は10
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月19日に陳水扁・総統と，30日には国民党の連戦・主席とそれぞれ会談するなど

本格的な政治活動を展開している。

民進党政権の対中政策

台湾の総統選挙を意識して，中国国務院台湾事務弁公室と新聞弁公室は２月21

日に 一つの中国の原則と台湾問題 と題する白書を発表した。中国政府が台湾

問題に関する白書を発表するのは，1993年８月31日の 台湾問題と中国統一 に

続いて今回が２回目だが，この中で 台湾当局が話し合いを通じた統一問題の平

和的解決を無期限に拒絶するなら，武力使用を含む可能な限りの断固たる措置を

とらざるをえない と強調して，台湾側に中国統一を前提とする政治協議に早急

に応じるよう求めた。これについて，台湾の行政院大陸委員会は22日，白書は 中

華民国は1949年にその歴史的地位を終了した および 中華人民共和国は理の当

然として中国の主権を行使しており，そのなかには台湾に対する主権も包括され

ている とする論法は完全に事実に反する。 一つの中国 の解釈については， 各

自がそれぞれの立場を表明する という1992年に達成した両岸の共通の認識に立

ち返るべきだ と反論した。

総統選挙後の４月８日，中台関係を 血縁と歴史的には遠い親戚，地理的には

近隣 などと発言した呂秀蓮・次期副総統に対して，中国の 人民日報 などは

名指しで公式批判を行い， 極端な救いようのない台湾独立分子 と民進党の指導

者を初めて批判した。17日には同紙論文は，呂・次期副総統の中台関係に関する

見解を 李登輝の二国論の焼き直し と批判を強めた。このような批判には民進

党政権の対中政策に圧力をかける狙いがあるとみられるなかで，５月20日の陳水

扁・総統の就任演説の対中関係部分の内容が注目された。演説で陳・総統は中国

に対し 善意と誠意 に基づいて 将来的に 一つの中国 問題を共同で処理す

る ことを呼びかけながら，中国が武力行使を意図しない限り，在任中に、(1)独

立を宣言しない，(2)国号(中華民国)を変更しない，(3)二国論 を憲法に入れな

い，(4)統一か，独立かを問う住民投票は行わない，(5)国家統一綱領や国家統一

委員会を廃止しない，などの対中穏健路線を明示した。21日には前日の就任演説

で触れなかった中台間の 三通 (直接の通信，通商，通航)の実現についても，全

面的に検討すると表明した。立法院はすでに３月21日，台湾の離島地区である金

門，馬祖両島，澎湖島に限り，中国との三通を認める 離島開発建設条例 を可

決している。行政院は12月13日，2000年元旦から金門島の料羅港と中国福建省の
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アモイ，馬祖島の福澳港と福建省の福州との２ルートに限定して，小額貿易や親

族訪問などを実験的に解禁する 小三通 の実施要領を可決した。

台北市の白秀雄・副市長は９月３日，北京を訪問した。陳水扁政権の発足後，

台湾の地方自治体の指導者が訪中したのはこれが初めてである。また10月18日に

は新竹科学工業園区の所在地である新竹市の蔡仁堅・市長(民進党籍)が，南京で開

かれた第２回世界科学技術都市会議に出席するため中国を訪れ，ハイテク産業が

集積する上海や江蘇省の幹部との関係強化に努めた。一方，国民党の呉伯雄・副

主席は11月17日に福建省竜岩市で開かれた第16回世界客家懇親大会に参加するた

め，民進党主席経験者の許信良・総統府資政(上級顧問)とともに中国を非公式訪問

した。中台分断後の国民党幹部として最高レベルの訪中である。呉・副主席は，

23日に北京で銭其 ・国務院副総理と会談し，両岸交渉再開について話し合った。

27日には上海市で汪道涵・海峡両岸関係協会会長と会談し，中台関係の停滞で棚

上げされてきた汪会長の台湾訪問を早期に実現するよう要請した。対中交流の気

運が高まるなかで，行政院新聞局と大陸委員会は11月10日，駐在期限を１カ月と

してきた中国記者の台湾での常駐取材を認め，直ちに申請を受付けると発表した。

中国はすでに聯合報，中国時報，ケーブルテレビ局TVBSなど台湾マスコミ７社

の北京常駐を認めている。

軍の文民統制

台湾の軍隊は従来から国民党軍の色彩が濃厚だったが，国防の基本となる明確

な法律はなかった。立法院は１月15日，軍に対する文民統制を明確にした国防法

案と国防組織法修正案を可決した。これらの法案の成立で，政権交替があっても

軍の動揺は避けられるようになった。また，従来は総統が参謀総長を通じて軍を

動かす一方，軍の予算などは行政院の国防部に任せるとされ，軍令と軍政の２系

統が分かれていた。国防法では，参謀総長を国防部に置き，総統が国防部長を通

じて軍を動かすようになり，軍令と軍政が一本化された。台湾の軍隊は数年前か

ら防衛の必要に見合った精兵政策をとってきたが，唐飛・国防部長は１月23日，

10年以内に軍隊を現在の42万人から27万人までに削減すると表明した。同じく15

日に可決された 兵役法修正案 ， 代替役実施条例 および 兵役法施行法修正

案 によれば，これまで２年とされていた兵役期間は２カ月間短縮されて，１年

10カ月になった。また，社会奉仕活動に従事することで，兵役に従事したものと

みなす代替役も認められた。
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経 済

経済成長に停滞感

2000年のGDP成長率について，行政院主計処は２月に6.54％と予測したが，第

１四半期の成長率が7.93％に達したことから５月には6.73％と上方修正した。し

かしその後，国際原油価格の高騰や国内株価の低迷により，10月に6.49％と下方

修正した。第４四半期に景気が急速に悪化し同期の成長率が2.7％にまで落ち込ん

だため，通年の成長率は5.98％にとどまった。供給過剰に陥っている建設・不動

産や競争力を失った繊維など従来型産業の不況色が一層強まり，失業者数は企業

倒産によって９月から急上昇，12月には32万3000人に達し，2000年の失業率は

2.99％とこれまでの最高を記録した。失業の増大や逆資産効果を通じて個人消費

は秋以降大きく落ち込み，民間消費の成長率は対前年比5.6％増と伸び悩んだ。消

費者物価の上昇率は1.3％増，卸売り物価は1.8％増と，いずれも前年の水準を上

回った。なお，2000年の台湾の名目GNP規模は3144億㌦で，１人当たりの名目GNP

は１万4216㌦となった。

対米輸出が鈍化傾向

世界経済の急速な成長，アメリカの景気好況がもたらした電子・情報産業製品

の受注の伸びなどの要因により，台湾の単月の輸出額は2000年10月まで毎月一貫

して前年同月比で20％近い伸びを続けてきた。しかし11月以降アメリカの景気の

減速を反映して，輸出全体の２割以上を占める対米輸出の鈍化がみられるように

なった。2000年の台湾の輸出総額は1483.8億㌦で，前年比22％増であった。一方，

上半期のIT関連業界など設備投資増加に伴う資本設備や農工原料の輸入拡大に海

外の原油価格の上昇が加わり，輸入総額が1400.1億㌦と前年比26.5％も伸びた。

その結果，貿易黒字は前年比23.3％減の83.6億㌦となった。貿易黒字幅が減少す

るなか，2000年12月末の外貨準備高は，過去１年間で最低の1067億4200万㌦とな

り，日本，中国，香港に次いで世界第４位となった。

対米貿易は，輸出が348.2億㌦(輸出総額の23.46％)，輸入が251.3億㌦(輸入総額の

17.9％)と，黒字幅は前年比で15億㌦も減少して96.9億㌦となった。対日貿易では

輸出が166.1億㌦(同11.2％)，輸入が385.6億㌦(同27.5％)となり，貿易赤字が同

17％増の219.5億㌦に拡大した。対日赤字が対香港(中国大陸を含む)貿易黒字291.7
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億㌦でカバーされたため，台湾の対外貿易は赤字への転落を回避できた。2000年

の台湾の対香港輸出が313.6億㌦(同21.1％)だったのに対し，輸入はわずかに21.9

億㌦(同1.56％)と極端な貿易不 衡が示された。輸出の内訳をみると，重化学工業

製品が輸出総額の29.1％，農産加工品が同11.2％，非重化学工業製品が同7.3％の

順となっており，輸入の場合，資本設備が輸入総額の34.3％，農工原料が同26.5

％と両者合わせると全体の６割を占めた。

金融は引締めから緩和へ

行政院が制定した 中央銀行新台幣弁法 が2000年７月１日から正式に施行さ

れたが，この規定により従来国幣(国の貨幣)とみなしてきた新台幣(新台湾元)が正

式に国幣となった。さらに中央銀行は今後，新台幣の発行権を一般の銀行業務を

行う台湾銀行(1949年６月より代理発行)から正式に取り戻し，新台幣の管理は従来

通り台湾銀行に委託することになった。新しい1000元の紙幣も３日から流通した。

また，中央銀行は１日，金門および馬祖地区で流通している新台幣地名券を２年

後に正式に廃止する 金門，馬祖新台幣弁法 を施行した。2002年７月１日以降，

台湾および金門，馬祖地区において流通する貨幣が統一される。

台湾経済が景気底入れをしたと判断した中央銀行は，インフレを予防すること

を目的に，３月24日に公定歩合を4.5％から4.625％に，さらに６月27日には4.75％

までに引き上げた。しかし，第４四半期からみられた台湾経済の減速を懸念した

中央銀行は12月29日，金融緩和促進のため，公定歩合を現行の4.75％から4.625％

に引き下げた。

為替・株式

３月18日の総統選挙で陳水扁・候補が当選すると，中台関係が悪化することが

懸念されたことから，外為市場では台湾元売りが広がり，一時１㌦＝30.799台湾

元まで下落した。７月18日には東京での円安を受けて台湾元が売られ，終値は

１㌦＝30.960台湾元と，年初来の最安値を更新した。上半期には緩やかな台湾元

高がみられたが，第３四半期から政局混迷の長期化や景気の減速で，台湾元安の

傾向が強まるようになった。米ドルと台湾元の金利差から台湾元売りの動きが強

まり，１㌦＝33台湾元前後になる(実際に12月30日の対米ドル・レートは32.99台湾元)

とみた中央銀行は，これ以上の台湾元安を防ぐため，12月８日に市中銀行の外貨

預金に５％の準備預金を課すことを決めた。外貨預金に準備預金を課すのは台湾
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では初めてである。29日には中央銀行は，外貨預金に課す準備預金率を５％から

10％に引き上げた。2000年の対米ドル平 為替レートは１㌦＝31.25台湾元であ

る。

一方，1999年７月の李登輝総統の 二国論 と９月の大地震で，台湾の加権指数

は一時下落したが，2000年に入って台湾経済の回復や世界的な株高などにより，

外資の流入急増がみられたため，春節(旧正月)明けの２月９日の加権指数は１万

8.88ポイントと1997年８月28日に１万ポイ
ント台を割って以来，29カ月ぶりの高値を付けた。

だが，陳水扁・候補が３月18日の総統選挙で当選を決めた２日後の20日に株価が

急落し上場銘柄の約８割がストップ安となり，加権指数は227.22ポイント安の8536.05(下

落率2.59％)で取引を終えた。その後，３月15日に成立したばかりの国家金融安定

基金管理委員会が買い介入を実施したことで下げ止まった。政権交替による先行

き不透明感を嫌気して株価の続落を予測した財政部は３月19日，すでに株式市場

で設けている値幅制限を，現行の７％から3.5％に下落幅を抑える方針を発表して

いる。

落ち着きを取り戻した株式市場では，電子関連を中心に買われ，３月27日の加

権指数は9807.57ポイントで取引を終えた。５月20日の陳・総統就任式当日の加権指数

は，前日比299.42ポイント安の8820.35ポイントで引けたが，就任演説に新しい展開が期待でき

なかったためとの見方もある。７月18日には外為市場での台湾元安の動きを受け，

株式市場は売りが先行し，加権指数は8368ポイントと前日比で216ポイント安となった。９月22

日，アメリカのナスダック総合指数の下落や同じくアメリカのハイテク関連株が

売られた影響を受けて，加権指数は6612.09ポイントで引け，1999年３月以来の安値とな

った。その後，株式市場での株安は一層進んだ。陳政権が建設中の第４原子力発

電所の建設を中止するとの決定を受け，政治および経済の先行き不安から売りが

殺到し，10月30日の加権指数は5659.08ポイントに下落した。

顔慶章・財政部長は11月20日，同日の加権指数が4845.21ポイントと5000台を割り，1996

年３月の中国のミサイル演習危機以来，４年８カ月ぶりの安値を記録したことに

対応するため，外国人機関投資家に対し１社の投資額の上限を15億㌦から20億㌦

に緩和することなどを盛り込んだ外資規制の大幅緩和策を発表した。12月30日の

加権指数は4739.09ポイントにまで落ち込み，年初の8756.55ポイントに比べると，下落率は

45.9％に達した。
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第４原発の建設問題

国民党政権時代の1998年１月に着工した総工費約1697億台湾元の第４原子力発

電所について，林信義・経済部長は９月30日に建設続行に反対する報告書を唐飛・

行政院長に提出し，反対理由として，(1)核燃料廃棄物の処理方法や処理場所が決

まっていない，(2)将来の不足電力は天然ガス火力発電所の拡充や電力自由化によ

る民間発電の利用で賄える，などを挙げた。もともと 原発の新設反対 を党綱

領に盛り込んだ民進党の陳水扁・総統は，原子力発電所の廃止に持ち込みたい構

えだった。これに対し，野党の国民党は建設推進の立場から，工事と発注の３割

強が済んだ第４原発の建設続行の姿勢をみせたが，国民党籍の唐・行政院長は最

終的には原発の存廃問題が引き金となって辞職した。

後任の民進党籍の張俊雄・行政院長は10月27日，台北県の貢寮で建設を進めて

いる第４原子力発電所の建設を中止すると発表した。その理由として，(1)第４原

発を建設しなくても，2007年まで電力不足は生じない，(2)電力民営化・自由化な

どで代替エネルギーの開発を積極的に推進する，(3)原発が生み出す高レベルの核

燃料廃棄物の最終的な処理法がまだ確立されていない，(4)建設するには，中止に

よる損失を上回る追加予算が必要，(5)旧ソ連のチェルノブイリ原発事故などのよ

うに，事故発生の危険性が懸念される，(6)持続的な経済発展と脱原発体制の構築

が必要，と説明した。しかし，国民党は立法院で承認された第４原発の予算案を

執行しないのは憲法違反と主張して猛反発した。野党から罷免要求を突きつけら

れた陳水扁・総統は11月５日，政局混乱の責任を認め，国民党の連戦・主席およ

び全住民に謝罪した。原発廃止政策を進める陳・総統の罷免をめぐり紛糾してい

た立法院は７日，総統・副総統を罷免する手続を定めた 立法院職権行使法 修

正案を野党の賛成多数で可決した。とはいえ，総統罷免は筋違いとの世論が強く，

野党は立法院で罷免決議案の上程に踏み込めないのも確かである。

台湾高速鉄道計画で日本勢が受注

総事業費4464億台湾元の台北～高雄間の台湾高速鉄道計画は，1997年に行われ

た最初の入札でフランスのアルストム社，ドイツのシーメンス社の欧州企業連合

が優勢だったが，1999年４月に台湾側は再入札を実施し，日本勢が逆転して優先

交渉権を獲得した。2000年12月12日，三井物産，三菱重工業，川崎重工業など日

本の７社連合は，東京で台湾高速鉄道公司との間に，民間の鉄道事業としては世

界最大規模といわれる台湾高速鉄道計画の受注契約に正式に調印した。契約金額
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は950億台湾元で，日本の新幹線システムの初輸出となった。日本連合は事業主体

の台湾高速鉄道公司に約10％出資し，同時に国際協力銀行(旧日本輸出入銀行)や民

間銀行による協調融資で賄うことになっている。日本連合が受注したのは，土木

工事や軌道の敷設などを除く 700系のぞみ の車両，架線，信号・通信システ

ム，運行管理や旅客案内システムなどで，2005年10月の開業を目指す。

対 外 関 係

８回目の国連加盟申請

セネガル，グレナダ，ガンビア，ニカラグア，ホンジュラスなど12カ国の駐国

連代表部は2000年８月３日，アナン国連事務総長に対して，台湾の加盟案を提出

し，台湾の2300万人民が国連および関連機関への加盟を確保するために国連総会

にワーグキンチームを設置するよう求める提案を行ったと発表した。提案に参加

しているのは1999年と同様に12カ国で，そのうち10カ国は変わらないが，今回は

前年のエルサルバドル，リベリアに代わってマラウイ，ナウルが加わった。陳水

扁政権としては初の国連加盟申請が９月７日に一般委員会で討議され，19カ国が

台湾支持を表明したのに対し，反対意見を表明したのは中国も含めて48カ国に達

した。結局，今回も台湾の国連加盟問題は第55回国連総会本会議の議題とされな

いことが決まった。

APEC非公式首脳会議

総統府は11月８日，ブルネイで15日と16日に開かれるAPEC(アジア太平洋経済協

力会議)の非公式首脳会議に彭淮南・中央銀行総裁を陳水扁・総統の代理で台湾代

表として派遣することを決めたと発表した。当初は頼英照・行政院副院長を派遣

する予定だったが，同会議への代表としてこれまでの最高官位となることから，

中国に反対されて変更を余儀なくされた。一時，国民党の蕭万長・副主席が陳・

総統の要請を受け入れて総統特使になることを了承したが，第４原子力発電所の

建設問題を巡る与野党の対立の中で，蕭・副主席がその役割を辞退したといわれ

る。12日のAPEC閣僚会議には林信義・経済部長，陳博志・経済建設委員会主任委

員が台湾代表として出席した。今回の非公式首脳会議で，台湾は先進国と開発途

上国の情報格差(デジタル・デバイド)を縮小する目的で，IT(情報技術)の普及が遅

れている途上国に対し，パソコンなど器材を安く提供し，人材を訓練する費用を
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補助することを提案した。

陳総統の初外遊

陳水扁・総統は，８月13日から中米のドミニカ共和国，ニカラグア，コスタリ

カとアフリカのガンビア，ブルキナファソ，チャドの友好国６カ国の歴訪に出発

した。台湾と外交関係のある29カ国のうち，中南米は14カ国，アフリカは８カ国

を占める。陳・総統は就任後初の海外訪問で最重要２地域を真っ先に訪問したが，

台湾の国連加盟支持や各国との実質的な経済関係の強化を図ることが主な目的で

あった。訪問の途中で通過のため，13日にアメリカのロサンゼルスに立ち寄った

が，注目されたローラバッカー下院議員(共和党)ら親台湾派のアメリカ議員との面

会は辞退した。今回の陳・総統の外遊にあたって，フランス，シンガポールが台

湾からの通過申請を拒否した。

陳水扁・総統は８月15日，ドミニカ共和国のメイシャ新大統領と会見し，双方

の友好関係を確認した。18日にはニカラグアのアレマン大統領と共同コミュニケ

に調印し，今後も台湾企業の同国への投資を積極的に奨励するとともに，同国の

経済や社会基盤の建設に協力すると強調した。同日午後にコスタリカを訪問した

陳総統は，ロドリゲス大統領と共同コミュニケに調印した。コスタリカは，実際

には1996年以降，台湾の国連加盟への支持を明確に表明しておらず，今回の首脳

会談では台湾の世界貿易機関(WTO)，世界保健機関(WHO)および国連への加盟問

題についての意見交換にとどまった。

８月20日から陳・総統は，台湾の総統として初めて西アフリカ地域を訪問した。

最初の目的地ガンビアでジャメ大統領に農業技術，衛生，電力などインフラ建設

の支援を約束した。22日にはブルキナファソを訪問，コンパレオ大統領の案内で

陸稲生産普及モデル地区を視察した。23日に最後の訪問地チャドに到着，デビ大

統領の案内で台湾の援助により建設中の チャリ川大橋 を視察した。中国は，

10月に北京で開かれる 中国アフリカ協力フォーラム閣僚会議 に台湾と外交関

係のあるアフリカの国をオブザーバーとして招いていたが，陳・総統は，今回の

訪問でアフリカ３カ国首脳から同会議への不参加の言質をとるという成果を挙げ

た。台湾の台風被害のため，陳・総統は外遊の日程を１日短縮して８月25日に台

湾に戻った。

呂秀蓮・副総統も９月22日から10月１日までエルサルバドル，グアテマラ，ホ

ンジュラス，ベリーズなど中米の友好４カ国を訪問した。25日にエルサルバドル
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の大学で われわれは 一つの中国 を認める。中華人民共和国が中国を代表し

ている。しかし，2300万人が住んでいる台湾も一つの国家であり，しかも中国に

属していない と講演した。中国外交部の孫玉璽・報道副局長は26日，呂・副総

統の言論について， 国際的に認められている 一つの中国 の原則に公然と挑戦

した と，強く非難した。

対米関係

アメリカ下院本会議は2000年２月２日，米台間の軍事関係を一層強化する 台

湾安全保障強化法案 を賛成341票，反対70票の賛成多数で可決した。台湾はすで

にTMD(戦域ミサイル防衛)やイージス艦，新型地対空ミサイル パトリオット３

の導入・売却をアメリカに求めている。この法案の可決について，台湾外交部の

陳銘政スポークスマンは アメリカ下院の台湾重視と支持に感謝する と述べた

が，国防部は アメリカ国内のことに論評する立場にないが，台湾の安全に有益

なものは歓迎する と慎重な表現で歓迎した。

中国は， 台湾安全保障強化法案 の可決に強い反発を示し，とくに米台間の兵

器売買に関し，ミサイル防衛能力を飛躍的に向上させるイージス艦の台湾売却に

最大限の抵抗を続けてきた。クリントン政権は４月18日までに，中国と台湾双方

に配慮した形で，台湾に対する⑴イージス艦の売却は先送り，⑵最新鋭のレーダ

ーと空対地ミサイルの売却は認可，と台湾側に通告した。アメリカ国防省は３月

７日，台湾に対空ミサイル改良型イーグル162基と新型陸上用対空レーダーを売却

する方針を議会に通告した。また，９月28日には同省は中射程空対空ミサイル(ア

ムラム)AIM-120C200基，ハープーン艦対艦ミサイル71基などが含まれる合計13億

800万㌦に相当する兵器売却を承認した，と発表した。

アメリカ政府は３月22日，総統選挙で当選した陳水扁・次期総統と中台問題を

中心に意見を交換するため，ハミルトン元下院外交委員長とブッシュ米国在台協

会理事長を特使として台湾に派遣した。同行した邱義仁・民進党駐米代表は，民

進党はアメリカの意見を尊重すると伝えた。クリントン大統領は，５月20日の陳

総統就任式にはローラ・タイソン元大統領補佐官を派遣した。

対日関係

辜振甫・工商協進会名誉会長を団長に，辜 松・工商協会会長を副団長とした

台湾民間経済交流組織である 三三会 (1999年７月21日に発足)の第１回訪日団が
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１月26日，４日間の日程で日本を訪れた。同会の結成を提唱した江丙坤・行政院

経済建設委員会主任委員も最高顧問として同行し，団員には霖園，新光，統一，

台湾プラスチクなど台湾を代表する企業集団のトップが多く参加した。今回の訪

日は，台湾で知日派が減少しているなかで，日台双方の次世代の企業家が相互交

流の拡大を通じて日台経済関係の強化を図ることが主な目的である。

陳水扁・総統の就任式に日本からは自民党，公明党，自由党などの日華議員懇

談会12人，民主党の日台友好議員懇談会４人の計16人の国会議員が出席したほか，

石原慎太郎東京都知事も参列した。５月30日に着任した羅福全・台北駐日経済文

化代表処代表は，多方面にわたる対日外交を積極的に推進して，日本との絆を強

化すると抱負を語った。しかし，６月８日に行われた小渕恵三前総理の内閣・自

民党合同葬に際して，台湾側は王金平・立法院長，辜振甫・海峡交流基金会理事

長，張俊雄・総統府秘書長の３人を派遣する予定であったが，張秘書長へのビザ

の発給が困難ということから，代わりに彭明敏・総統府資政(最高顧問)が出席する

ことになった。これについて，田弘茂・外交部長は５日に遺憾の意を表明した。

対アジア関係

台湾を訪問したシンガポールのリー・クアンユー上級相は９月24日と26日の２

度にわたり，陳水扁・総統と２人だけで会談を行い，その内容は一切明らかにさ

れていなかった。しかし陳・総統は27日に，リー・上級相と，(1)台湾とシンガポ

ールとの間で自由貿易協定を結ぶ協議を推進する，(2)金融の協力を推進する，(3)

情報通信，インタネットでの協力関係を推進する，などの３点で合意したと発表

した。李登輝・前総統は，リー・上級相との意見の対立から1994年９月の訪台以

降は疎遠となっており，今回は会談を断ったと伝えられている。

台湾と外交関係のないモンゴルのナランツァツラルト前首相が，10月６日に 国

賓 待遇で台湾を訪問した。３年前，陳・総統が台北市長だった頃，モンゴルを

訪問して，当時ウランバートル市長だった前首相と姉妹都市で提携した間柄であ

る。陳・総統は歓迎式典の挨拶のなかで再三にわたって， モンゴル共和国 の正

式国名を使用した。台湾はこれまでモンゴルを 外蒙古 と呼称してきたが，今

回は間接的に国家承認の意思を表明したことは，モンゴルに対する政策変更では

ないかと注目された。
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その他

非政府の立場で外交活動を展開すると宣言した李登輝・前総統は６月27日，極

秘にイギリスを訪問した。また，10月14日にはチェコのハベル大統領の招きで同

国を訪問した。中国は，日本を含む外交関係を有する各国に対して，公職を退い

た後の李・前総統の訪問も受け入れてはならないと繰り返しており，今回の李・

前総統の海外訪問を受け入れた関係国に対し強く抗議した。

台湾を訪問したパナマ共和国のモスコソ大統領は７月５日，陳水扁・総統と共

同コミュニケを発表した。両首脳は，そのなかで武力による脅かしを排し，国際

間の紛争は平和的な話し合いにより解決すべきだと述べたが，これは明らかに中

国を意識した内容であった。

2001年の課題

少数与党の民進党と，立法院で過半数を占める国民党や親民党などの野党連合

との対決色がこれまで以上に強まることも えられるので，陳水扁政権は引き続

き難しい政局に直面せざるをえないであろう。2001年末の立法院選挙を控えて，

各党の思惑が入り乱れるなか，台湾の政界は再編へ向けた激動期を迎える可能性

もある。対中関係では，政治的にはいぜん厳しい対立関係が続くと思われるが，

中台双方のWTO加盟が見込まれることを踏まえて，中国は全面的な三通解禁を迫

るに違いない。

経済面では，アメリカ景気の減速により予想されるIT関連製品の輸出鈍化，景

気低迷がもたらす不良債権問題の表面化，企業の海外移転，失業率の上昇，政局

混迷による経済の不安定などを 慮すると，経済成長率は５％以下に落ち込む可

能性が大きい。しかし，2000年の台湾企業の対中投資（認可ベース）が金額で前年

比108％増の26億700万㌦，件数で72％増の840件に達したように，中台の経済関係

は電子関連のハイテク産業を中心にさらに強く結びついて発展すると思われる。

対外関係では，台湾は兵器売却の問題も含めてアメリカのブッシュ政権に米台

関係の強化を期待しているが，共和党政権に過度に依存することは危険であると

の声も多い。国際社会における中国の強力な外交攻勢を前に，台湾はとくに中南

米とアフリカを中心に外交関係を持っている国がこれ以上減少しないように外交

活動を一層強化するであろう。

(中国問題専門家)
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重要日誌

１月４日 立法院，農地売買の規則を大幅に

緩和した 農業発展条例 を採択。

５日 宋楚 ・総統候補，中台関係を 相

対的主権の準国際関係 と位置づけた両岸政

策綱領を発表。

11日 立法院，地方民意代表費用支給およ

び里長事務補助費補助条例 を採択。

15日 立法院，シビリアン・コントロール

が明確化された国防法と国防組織法を採択。

立法院，国籍法修正案を採択。母親が台

湾籍の場合も子供が台湾籍を取得可能。

立法院，5000億元規模の 国家安定基金

設置および管理条例 を採択。３月15日に国

家安定基金管理委員会を正式発足。

17日 交通部と大陸委員会，臨時便に限定

された外国籍船による第三地経由の中国大陸

直航を許可する方針，と発表。

21日 バチカンの慈善事業担当閣僚である

パウロ・コルデス大司教，来訪。

23日 唐飛・国防部長，10年以内に現有の

兵力を42万人から27万人に削減すると発表。

26日 台湾民間経済交流組織である 三三

会 の第１回訪問団，訪日。

２月１日 国防部の海岸巡防司令部，警政署

の水上警察局と保三總隊，財政部の関税總署

などの機関を合併した海岸巡防署が発足。

1999年９月21日の中部大地震で寸断され

た阿里山森林鉄道が復旧，第１号列車が嘉義

駅から阿里山山頂駅に向かって出発。

アメリカ下院本会議，台湾への軍事支援

を強化する 台湾安全保障強化法案 を可決。

３日 行政院，政党法，政治献金管理条例，

請願法など政党運営の透明化を図る ３大陽

光法案 を可決。

11日 湯耀明・参謀総長，中国の駆逐艦 杭

州号 が台湾海峡を通過したと発表。

17日 総統専用機 空軍一号 が就役。

連戦・副総統，中台間の敵対状態を終結

させ， 台湾海峡平和区 を設置するなどを含

む対中10項目提案を発表。

22日 行政院大陸委員会，中国が２月21日

に発表した白書 一つの中国の原則と台湾問

題 に対し，現実を無視したものと批判。

27日 国防部中山科学研究院，射程500㌔の

超音速 雄風三型 対艦ミサイルを2001年か

ら量産すると発表。

３月２日 交通部，国営の中華電信の株式33

％を年内に上場すると発表。また，行政院は

６日，中国石油，台湾電力も2001年上半期か

ら上場し，民営化を促進すると発表。

５日 駐パラオ共和国台湾大使館，コロー

ルで正式開設。

７日 アメリカ国防総省，対空ミサイル改

良型イーグル162基と新型陸上用対空レーダー

を台湾に売却する方針を議会に通告。

10日 民進党の陳水扁・総統候補，李遠哲・

中央研究院院長らが参加して当選後設置する

国政顧問団 の名簿を発表。

13日 株価加権指数，前週末比617.65ポイント安

(6.55％)の8811.95ポイントと過去最大の下げ幅を

記録。

18日 第10代総統・副総統の直接選挙で民

進党の陳水扁・呂秀蓮の候補コンビが39.3％

の得票率で当選。

19日 財政部，株式市場，店頭登録市場，

先物市場に１日当たりの下げ幅制限を現行の

平 ７％から3.5％に引き下げると発表。

21日 立法院，金門・馬祖・澎湖島からの

中国大陸への直接通航を認める 離島開発建

設条例 (全文20条)を採決。

24日 中央銀行，公定歩合を現行の4.5％か

ら4.625％に引き上げる。

台 湾 2000年
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李登輝・国民党主席，同党臨時中央常務

委員会で，繰り上げ辞任すると発表。連戦・

第一副主席が党主席代理に就任。

29日 国民党中央常務委員会，54人の改造

委員会の名簿を発表。

陳水扁・次期総統，新政権の行政院長と

して唐飛・国防部長の指名を発表。

31日 親民党(党主席に宋楚 ，副主席に張

昭雄)，正式に発足。立法委員17人が参加。

台湾人元日本兵と軍属，遺族の確定債務

問題で，台湾の民間５団体の代表団が訪日。

台南科学工業園区で建設された世界最大

規模の台湾積体電路公司(TSMC)のウエハー

製造工場，正式に稼働。

４月７日 建国党の李鎮遠・初代主席らの幹

部23人，同党から離党すると表明。

８日 第３期国民大会代表第５回大会，台

北で開催。

13日 陳水扁・次期総統，国政顧問団の解

散を宣言。

欧州議会，EU加盟国が台湾との関係を強

化する議案を可決。

18日 アメリカ国防総省，1999会計年度に

おけるアメリカの対台湾兵器売却額は前年比

62.4％減の５億5900万㌦と発表。

24日 国民大会，同大会の権限を立法院に

移行し，自身の非常設化を決定する憲法修正

案(全文11条)を可決。

28日 立法院，台湾パスポートの有効期限

を現行の６年から10年に延長するパスポート

条例修正案を採択。５月21日から施行。

５月９日 台湾初の国際緊急救助隊となる

台北捜救隊 が成立。

17日 台湾中部でM5.3の地震が発生。

18日 内政部，５月21日から台湾籍の出入

境は許可申請が不要となると発表。

蕭万長内閣が総辞職。

19日 ローラ・タイソン元アメリカ大統領

補佐官，クリントン大統領の親書を陳水扁・

次期総統に手渡す。

20日 陳水扁・総統および呂秀蓮・副総統，

総統府で宣誓式を行い，正式に就任。台湾初

の民進党政権が誕生。就任式典にはスワジラ

ンド，ニカラグア，ドミニカ，ナウル，パラ

オなど５カ国の元首が参列。

唐飛内閣が発足。

陳水扁・総統，総統就任式に出席した石

原慎太郎東京都知事と会見。

23日 立法院，末期患者の尊厳死を認める

安寧緩和医療条例 を採択。

24日 陳定南・法務部長，暴力団，贈収賄，

汚職の撲滅を三大重点工作とする，と表明。

30日 台北駐日経済文化代表処の羅福全・

駐日代表が着任。

６月１日 湯曜明・参謀総長，立法院でTMD

(戦域ミサイル防衛)参加に賛成を表明。

５日 田弘茂・外交部長，日本政府が小渕

恵三前首相の葬儀に出席を希望した張俊雄・

総統府秘書長の入国を拒否したことに遺憾の

意を表明。

17日 国民党臨時党大会，連戦・主席代理

を正式に党主席に選出。

林豊正・国民党秘書長，国民党総資産額

は銀行預金残高，有価証券，米ドル公債，土地･

家屋，投資など総計で780億594万元，と発表。

25日 民進党，全党員による直接選挙を行

い，謝長廷・高雄市長を第９代主席に選出。

26日 アメリカのヤフー，台湾の中華電信，

遠伝電信，和信電信，台湾大哥大の４社にイン

ターネット関連サービスを提供する，と発表。

27日 中央銀行，公定歩合を現行の4.625％

から4.75％に引き上げる。

李登輝・前総統夫妻，イギリスを訪問す

るため，台北を出発(～７月２日)。
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30日 立法院，自社株制度の確立などを内

容とする証券交易法修正案を採決。

７月１日 パナマのモスコソ大統領，来訪。

３日 中央銀行，新千元札紙幣を発行。

14日 台北市文化局，故蔣介石元総統の旧

居 士林官邸 を史跡文化財に指定。

15日 民進党第９回全国党代表大会，台北

で開催。翌日，31人の中央執行委員，さらに

その中から11人の中央常務委員を選出。

22日 民進党の謝長廷主席が就任。

外交部，沖縄サミットが台湾海峡の問題

を討議しないことについて遺憾の意を表明。

26日 陳博志・経済建設委員会主任委員，

緑のシリコン・アイランド 構想を発表。

27日 唐飛・行政院長，７月22日の八掌渓

水難事故で引責辞任した游錫堅方方・前行政院副

院長の後任に張俊雄・総統府秘書長を指名。

28日 経済部，通信，医療，薬品，半導体，

航空，精密機械など中国大陸技術者の在留期

限を２年から３年に延長すると発表。

中正国際空港第２ターミナル，使用開始。

８月２日 謝長廷・民進党主席と連戦・国民

党主席，初の党首会談。

1994年に殺人罪で起訴された鄭太吉・前

屛東県議会議長に死刑執行。

13日 陳水扁・総統，ドミニカ共和国，ニ

カラグア，コスタリカ，ガンビア，ブルキナ

ファソ，チャド訪問のため出発(～25日)。

27日 台北地方検察署，国民党の王令麟・

立法委員を土地取引に絡む背任容疑で逮捕。

30日 行政院，知識型経済発展方案を可決。

９月１日 中国での台湾ビジネスマンの子弟

を対象とした小・中学校，初めて広東省深

市で，翌日には同省の東莞市でそれぞれ開校。

２日 中台問題のコンセンサス作りを目指

す総統の諮問機関である 両岸超党派小組

が初会合。国民党と親民党は不参加。

３日 白秀雄・台北副市長，北京を訪問。

７日 台湾側，金門島から301人，８日には

115人の中国密航者を福建省に送還。

国連総会一般委員会，台湾の国連加盟問

題を総会の議題としないことを決定。

11日 田弘茂・外交部長，フランス，イタ

リアなど欧州４カ国を訪問するため出発。

22日 呂秀蓮・副総統，エルサルバドル，

ホンジュラス，ベーリズ，グアテマラ訪問の

ため出発(～10月１日)。

24日 来訪中のシンガポールのリー・クア

ンユー上級相，陳水扁・総統と会談。

10月３日 唐飛・行政院長，健康を理由に辞職。

４日 陳水扁・総統，張俊雄・行政院副院

長を行政院長に任命。

６日 モンゴルのナランツァツラルト前首

相，来訪。

８日 1999年10月２日に中断した台北～マ

ニラ航空路線が再開。

14日 李登輝・前総統，チェコのハベル大

統領の招きで，同国訪問に出発。

18日 蔡仁堅・新竹市長，南京で開かれる

第２回世界科学技術都市会議に出席するため，

台湾の地方首長として初の訪中。

19日 陳水扁・総統，宋楚 ・親民党主席

と会談。

国民党中央規律委員会，党の方針に反し

第４原発反対の活動をした理由により，林信

義・経済部長を１年間党員権利停止に。

23日 人権諮問小組，総統府に設立。

24日 内政部，今後各種選挙で中国大陸，

香港，マカオからの政治献金の禁止を決定。

監察院，フランス軍艦購入をめぐる汚職

事件で，葉昌桐・前海軍総司令ら３人の弾劾

を決定。

27日 張俊雄・行政院長，第４原子力発電

所の建設中止を正式発表。
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陳水扁・総統，連戦・国民党主席と会談。

28日 アメリカ国防総省，ハープーン艦対

艦ミサイルなど合計13億800万㌦の台湾に対す

る兵器売却を承認したと発表。

30日 ソロモン諸島，スチャワジ首相，来訪。

31日 シンガポール航空，台北中正国際空

港で離陸に失敗，炎上，81人が死亡。

11月１日 台風20号で54人が死亡。

５日 陳水扁・総統，原発建設問題の論争

で生じた政局の混乱について国民に陳謝。

７日 立法院，正副総統の罷免権限を国民

大会から立法院に移行する 立法院職権行使

法44条の１ 修正案を採択。また，親民党の

提案した 張俊雄・行政院長および関係者の

弾劾を監察院に申請する法案 も採決。

10日 行政院大陸委員会，中国新聞記者の

台湾での１カ月間の常駐取材を認める。

11日 野党の連戦・国民党主席，宋楚 ・

親民党主席， 龍斌・新党全国委員会召集人

(委員長)，初めてトップ会談を行う。

14日 総統府，政府の重要政策を決定する

９人政策決定小組を設置。

施明徳・元民進党主席，離党を表明。

15日 彭淮南・中央銀行総裁，陳水扁・総

統の代理として，ブルネイで開かれたAPEC非

公式首脳会議に出席。

20日 顔慶章・財政部長，外国人機関投資

家に対し１社の投資額の上限を15億㌦から20

億㌦に緩和する措置を発表。

21日 総統府９人政策決定小組，労働者の

労働時間を２週間84時間制から１週間44時間

制に改めることを決定。

23日 中国を非公式訪問中の呉伯雄・国民

党副主席，中国の銭其 ・国務院副総理と会談。

24日 立法院，金融機関合併法案を採択。

26日 両岸超党派小組，三つの認識，四つ

の建議 のコンセンサスを発表。

28日 立法院，各地方政府の教育予算の下

限を前３年度決算の実質平 額歳入の21.5％

を下限とする 教育予算編成・管理法 を採決。

30日 日本のNTTドコモ，台湾の和信電訊

(KGテレコム)と資本提携の合意書に調印。

12月３日 軍上層部，中山科学研究院が数年

前に開発していた超音速対艦ミサイル 雄風

３型 の試射に成功したと表明。

香港唯一の親台湾系政党である 一二三

民主連盟 ，党の解散を決定。

４日 陳肇敏・空軍総司令，三通開放後も

中国航空機が台湾海峡を直接横断して台湾に

飛来することを禁止と表明。

６日 ロード前アメリカ国務次官補を団長

とする外交政策全国委員会台湾訪問団，陳水

扁・総統と会見。

７日 中央銀行，市中銀行の外貨預金に５

％の準備預金を課すと発表。翌日に実施。

８日 外交部，エジプトとの間で経済文化

交流を図る代表事務所の相互設置を発表。

12日 台湾高速鉄道公司，東京都内で三井

物産，三菱重工業など日本の７社連合と日本

の新幹線システム採用の契約に正式調印。

13日 行政院，2000年元旦から金門，馬祖

両島と中国福建省との少額貿易や親族訪問を

解禁する 小三通 の実施要領を過決。

21日 呂秀蓮・副総統，陳水扁・総統の女

性スキャンダルを呂副総統がリークしたと報

道した週刊誌 新新聞 を名誉毀損で告訴。

22日 国民党など野党連盟，立法院事務局

に陳総統と呂副総統の罷免案を提出。

29日 中央銀行，公定歩合を現行の4.75％

から4.625％に引き下げる。

張俊雄・行政院長，公営の合作金庫と民

営の慶豊銀行が合併に同意したと発表。

中国対外貿易経済合作部，一国二制度を

原則とする対台湾地区貿易管理弁法を公布。
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政府機構図

参 資料

4)

3)
各種委員会

（注）1)モンゴル・チベット委員会。2)華僑事務委員会。3)（公務員）登用試験・審査任用部。
4)(公務員)任用 課部。5)北米事務協調委員会。6)原子力委員会。7)予算・財務収支審査部。

行政組織関係線行政体系線

市公所

鎮公所

郷公所

郷（鎮・市）民
代 表 会

県議会

区公所

市議会

県政府

市政府

区公所

市議会

直轄市政府

労工委員会

大陸委員会

その他の各種委員会

省政府

6)

5)

国家科学委員会

農業委員会

原子能委員会

経済建設委員会

北美事務協調委員会

7)
審計部

各種委員会

公務員懲戒委員会

行政法院

各級法院

銓叙部

選部

監 察 院司 法 院試 院行 政 院立 法 院

中央研究院

国 史 館

国家安全会議

副総統

総統府

総 統国民大会

2)

1)

環境保護署

衛生署

新聞局

人事行政局

主計処

秘書処

僑務委員会

蒙蔵委員会

交通部

経済部

法務部

教育部

財政部

国防部

外交部

中央銀行

内政部

① （2000年12月末現在）

台 湾 2000年
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張俊雄内閣名簿

民進党第９回中央執行委員，中央

常務委員

台 湾

②

(2000年12月末現在)

(出身) (年齢)

行政院長 張俊雄 台湾省嘉義県 62歳

同副院長 頼英照 台湾省宜蘭県 54歳

政務委員 林能白 台湾省台南県 52歳

政務委員 黄栄村 台湾省彰化県 53歳

政務委員 陳錦煌 台湾省嘉義県 48歳

政務委員 張有恵 台湾省雲林県 59歳

政務委員 胡錦標 台湾省台北市 57歳

政務委員 鍾 琴 浙江省 47歳

内政部長 張博雅＊ 台湾省嘉義市 58歳

外交部長 田弘茂 台湾省台南県 62歳

国防部長 伍世文 広東省 66歳

財政部長 顔慶章 台湾省台南県 52歳

教育部長 曽志朗 台湾省高雄県 56歳

法務部長 陳定南 台湾省宜蘭県 57歳

経済部長 林信義 台湾省台南市 54歳

交通部長 葉菊蘭＊ 台湾省苗栗県 51歳

蒙蔵委員長 徐正光 台湾省屛東県 57歳

僑務委員長 張富美＊ 台湾省雲林県 62歳

(注) (1)唐飛(江蘇省太倉県出身，68歳)内閣は
2000年５月20日に発足。唐飛・行政院長は健
康上の理由で10月４日に辞任，それに伴い張
俊雄・行政院副院長が同日，新行政院長に任
命され，翌日部分改組による新内閣人事を発
表。(２)張博雅・内政部長は台湾省主席を兼
任。(３)2000年７月24日，游錫 ・行政院副
院長は八掌渓事件の責任をとって辞任，その
後任に張俊雄・総統府秘書長。(4)＊は女性。
(5)伍世文・国防部長と林信義・経済部長は国
民党籍。

③

(2000年７月16日，民進党第９回全国代表大会で選出)

(年齢) (現職) (所属派閥)

謝長廷＊ 54歳 高雄市長 福利国

蘇貞昌＊ 53歳 台北県長 福利国

陳昭南＊ 58歳 立法委員 新世紀

蔡同栄＊ 65歳 立法委員 福利国

建銘＊ 49歳 立法委員 福利国

林錫耀＊ 39歳 台北県副県長 新潮流

許応深＊ 52歳 桃園県代理県長 新動力

余政憲＊ 41歳 高雄県長 正義連線

高志鵬＊ 37歳 弁護士 正義連線

劉世芳＊ 41歳 台中県副県長 新潮流

邱議瑩＊ 29歳 前国民大会代表 新動力

陳其邁 36歳 立法委員 正義連線

陳大 37歳 台中市副市長 新世紀

林永堅 46歳 高雄市副市長 福利国

顔錦福 63歳 立法委員 福利国

劉俊栄 52歳 高校教師 新潮流

陳美寿 48歳 台北市砂石

公会理事長

泛美系

林宗男 58歳 立法委員 新世紀

卓栄泰 41歳 立法委員 福利国

林三郎 55歳 鳳山市長 正義連線

楊福建 45歳 党代表 新潮流

黄晃秀 52歳 中央執行委員 新動力

林純美 50歳 台北市生命

協会理事

新動力

劉俊雄 49歳 立法委員 新世紀

郭 宏 38歳 前国民大会代表 立法委員

黄国照 42歳 立法委員 新世紀

蔡啓芳 46歳 盛儀連線 正義連線

洪瑞蓮 43歳 医師 新潮流

葉宜津 40歳 立法委員 正義連線

藍美津 56歳 台北市議員 正義連線

周清玉 56歳 立法委員 福利国

（注） (1)＊は中央委員。(2)謝長廷は2000年７

月22日に第９代主席に就任。

方方
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台湾と外交関係にある国④

(2000年12月現在)

(注) ⑴ バヌアツ共和国，パプアニューギ
ニア，フィジー共和国は台湾と相
互承認関係にある。台湾と正式に
国交を締結している国は29カ国。

⑵ 台湾は1999年７月５日，パプアニ
ューギニアと国交樹立。同月22日
に断交。

公使館設置
大使館級関係

公使館設置

公使館設置
大使館に昇格

公使館設置
大使級関係

公使館設置
大使館に昇格

公使館設置
大使館に昇格

1985.12.７断交

公使派遣

1941
現在

1952

1954
1960

1957
現在

1957
1961.６

1957.７.８

1957
1965.５.20

1981.８.15

1983.５.10

1983.10.９

1989.７.20

1989.10.13

1990.11.６
復交

1994

コスタリカ
共 和 国

パナマ共和国

グアテマラ
共 和 国

ハイチ共和国

エルサルバドル

パラグアイ
共 和 国

ホンジュラス
共 和 国

セントビンセント・
グレナディン諸島

ドミニカ共和国

セントクリスト
ファー･ネビス

グ レ ナ ダ

ベ リ ー ズ

ニカラグア
共 和 国

ド ミ ニ カ 国

国 名 国交樹立 備

ラテンアメリカ（14カ国）

1977.２.23
断交

1974.12.28
断交

1964.11断交
1972.4.27
大使館閉鎖
1976.10 台
湾駐セネガ
ル経済およ
び技術協力
事務所 閉
鎖

1964.７.12

1968.９.６

1989.10.２
復交

1994.２.２

1995.７.13
復交

1996.１.３
復交

1997.５.６

1997.８.12

マラウィ共和国

スワジランド共和国

リベリア共和国

ブルキナファソ
(旧オートボルタ)

ガンビア共和国

セネガル共和国

サントメ･プリン
シペ民主共和国

チャド共和国

アフリカ（8カ国）

1972年最後の

大使が離任

1992.７

1999.２.８

バチカン市国

マ ケ ド ニ ア

ヨーロッパ（2カ国）

領事級関係

領事級関係

大使館に昇格

相互承認関係

相互承認関係

相互承認関係

1979.９.19

1983.３.24

1980.５.４

1990.８.17

1992.９.24

1995.９.24

1996.10.４

1998.11.20

1999.12.29

ツ バ ル

ソロモン諸島

ナウル共和国

バヌアツ共和国

パプアニューギニア

フィジー共和国

マーシャル諸島共和国

パラオ共和国

オセアニア（8カ国）

備国交樹立国 名
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３ 産業別国内総生産

２ 支出別国内総生産

１ 基礎統計

主要統計

（出所) 表２に同じ。

20191919191919
24282122252427
4443333

2,532,402,482,352,141,991,84
30383932373130

1,981,801,801,721,481,321,26
1,881,781,591,451,201,171,09

68665951494742
21282616101910

179128866
99978689767764

94867167635242
23272219181819

9,829,369,078,477,777,196,51
15141115161310

13191318101211
74636463505047減 ： 帰 属 利 子

加 ： 輸 入 税

加 ： 付 加 価 値 税
国 民 総 生 産（GNP)

ビ ジ ネ ス サ ー ビ ス
社会・個人サービス

政 府 サ ー ビ ス
そ の 他 の サ ー ビ ス

電 気 ・ ガ ス ・ 水 道
運 輸 ・ 通 信 ・ 倉 庫

商 業 ・ 飲 食
金融・保険・不動産

建 設 業
製 造 業

鉱 業 ・ 採 石
農 業 ・ 漁 業 ・ 林 業

（単位：1億台湾元）（名目価格）

20191919191919
7,236,836,646,145,685,134,76
1,291,221,201,181,089992
6,045,615,344,964,504,153,74
2,272,152,141,851,771,711,59
－341311525

9,719,208,998,397,687,086,44
5,114,214,163,813,313,202,73
5,224,464,244,003,603,372,81

6.55.44.66.76.16.47.1
9,829,369,078,477,777,196,51
11868101117

（注) 20年は予測値。
（出所) 行政院主計処 台湾地区国民経済動向統計季報 20年1月。

海 外 純 要 素 所 得
国 民 総 生 産（GNP)
実質GDP成長率（％)

財 ・ サ ー ビ ス 輸 出
財 ・ サ ー ビ ス 輸 入
国 内 総 生 産（GDP)

在 庫 増 減
総 固 定 資 本 形 成
民 間
政 府

消 費 支 出

（単位：1億台湾元）（名目価格）

20191919191919
2,72,92,22,42,22,52,7

…9,689,569,429,309,209,01
1.30.21.70.93.13.74.1
…2.92.72.72.61.81.6
…3.73.62.02.62.92.6

（注) 人口は年末値。
（出所) 行政院主計処 中華民国統計月報 20年１月。TheCentralBankofChina,Financial
Statistics,Dec2001.

為替レート(1米ドル＝台湾元)
失 業 率(％)
消費者物価上昇率（％)
労 働 力 人 口(同上)

人 口（1,00人)

台 湾 2000年
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５ 国際収支

４ 国・地域別貿易

191919191919
8,343,477,011,25,446,48
1,41,11,81,5431,31,4
11,1910,1811,7515,4211,249,1
－16,07－9,6－17,83－9,1－9,7－8,7

2,612,093,123,984,184,04
－2,0－2,6－2,8－2,8－2,5－2,7
1,51,61,41,61,11,0
－7,16－7,41－7,74－8,11－9,07－7,85

－13－11－34－63－60－34
－2,13－1,57－2,29－2,47－2,92－1,50
－4,24－4,42－3,77－2,65－3,91－3,01
6,956,416,996,6538,197,15

2,96222,281,841,591,35
－4,40－3,86－5,23－3,83－2,93－2,60
－1,44－3,64－2,95－1,99－1,44－1,25
9,202,45－7,21－8,63－8,10－1,37

1,658,513,67－5,69－7,29－1,07
1,11,88－1,243,262,792,92
－4,85－4,20－6,79－4,31－2,26－1,97
9,09－2,42－7,93－1,054395

－1,9－4,8778－1,123,91－4,62
1,12－94－14－55－55－15
－695,074,986,06856,45
2,343,44－1,21－1,9－8,04－7,52

201919

2,23,21,93,01,72,7
3,51,13,91,02,09,34
1,84,21,93,31,12,6
8,983,917,132,655,691,46

2,782,542,332,141,981,96
1,01,41,28,829,557,15
5,045,413,323,882,673,26
2,173,52,032,11,922,2

……5,334,075,194,04
3,051,742,211,292,111,09
5,353,633,822,883,632,26
3,543,072,132,611,831,94

……16,0711,199,610,18
……2,02,62,52,8
……1,151,711,101,53
……1,703,801,643,20

輸入輸出輸入輸出輸入輸出

（出所) 表４に同じ。

資 産
負 債

Ｄ．誤 差 脱 漏
Ｅ．準備資産増減

証 券 投 資 (純)
資 産
負 債
その他投資(純)

Ｃ．金 融 勘 定
直 接 投 資 (純)
対外直接投資
対内直接投資

受 取
支 払
経 常 移 転 収 支

Ｂ．資 本 勘 定

サ ー ビ ス 収 支
受 取
支 払
所 得 収 支

輸入（F.O.B)
輸出（F.O.B)
貿 易 収 支

Ａ．経 常 収 支

（単位：10万ドル）

（出所) 行政院主計処 中華民国統計月報 20年１月。

イ ギ リ ス
カ ナ ダ
そ の 他
合 計

フ ィ リ ピ ン
マ レ ー シ ア
イ ン ド ネ シ ア

ド イ ツ

香 港
シ ン ガ ポ ー ル

Ａ Ｓ Ｅ Ａ Ｎ
タ イ

韓 国
ア ジ ア Ｎ Ｉ Ｅ ｓ
日 本
ア メ リ カ

（単位：10万ドル）
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